
21世紀金融行動原則 2021年度第２回オンラインセミナー
災害現場から学ぶ地域のレジリエンス～金融機関に求められる役割～

「地域の災害対応力を高める～NPO等との連携～」
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災害支援の文化を創造する 名称：特定非営利活動法人 全国災害ボランティア支援団体ネットワーク
英名：Japan Voluntary Organizations Active in Disaster
略称：JVOAD（ジェイボアード）

・NPO等による被災者支援

・ボランティアとNPOの違い

・平時からの取り組み（金融機関に求められること）



Japan Voluntary Organizations Active in Disaster の事業概要

JVOAD設立の目的
・災害時の被災者支援活動が効果的に行われるよう「連携の促進」と「支援環境の整備」を図る
・活動を通じて将来の災害に対する脆弱性の軽減へ貢献

 活動内容

 これまでの経緯（設立準備：3年、2016年：設立）
2013年 7月 第一回広域災害調整期間設立に関する準備会開催

2016年 2月 災害時の連携を考える全国フォーラムを実施
2016年 6月 JVOAD設立総会開催、東京都へNPO法人の申請提出
2016年11月 特定非営利活動法人 全国災害ボランティア支援団体ネットワーク設立
2019年 5月 内閣府との「タイアップ宣言」

12月 東京都より、「認定NPO法人」の認定を受ける

 災害対応
2015年 関東東北豪雨 2017年 九州北部豪雨 2019年 8月豪雨 2020年 7月豪雨
2016年 熊本地震 2018年 西日本豪雨 房総半島台風 2021年 福島県沖地震

台風10号 北海道胆振東部地震 東日本台風 7月・8月の大雨

・被災者・住民・地域のニーズと支援状況の全体像を把握
・支援団体などへの情報共有と支援団体間のコーディネーション
・支援を実施するための資金・人材などが効果的に投入されるための
コーディネーション
・復旧・復興に向けた支援策の提言および支援全般の検証

・NPO / ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ ｾﾝﾀｰなど市民ｾｸﾀｰとの連携強化
・産官民などのセクターを超えた支援者間の連携強化
・地域との関係構築と連携強化
・訓練/勉強会/全国ﾌｫｰﾗﾑなどの実施

災害時 平常時
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JVOADとは



①JPFの資金助成について（加盟NGOによる事業）

初動・ニーズ調査

教育支援

医療・公衆衛生支援

地域復興支援

食糧・物資支援

1,424万
6,165円 8件

４億1,110万
1,634円

４件

2億1,404万
9,989円

3件

10億5,812万
4,061円

６件

2７億1,901万
8,628円

1７件

学用品の配布
就学環境の整備
スクールバスの整備
など

清掃、瓦礫撤去
避難所運営
障がい者、高齢者支援
など

炊き出し、物資配布
仮設住居等への生活物資配布
など

医療支援
巡回診療
心理社会的サポート
など

⚫Civic Force

⚫災害人道医療支援会
⚫日本レスキュー協会
⚫日本国際民間協力会
⚫ピースビルダーズ
⚫ピースウィンズ・ジャパン
⚫SEEDS Asia

その他

5,545万
9,400円

2件

⚫国境なき子どもたち
⚫セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン
⚫シャンティ国際ボランティア会

⚫災害人道医療支援会
⚫日本国際民間協力会

⚫難民支援協会

外国人被災者に対す
る法的支援など

⚫難民を助ける会
⚫パレスチナ子どものキャンペーン
⚫ジェン
⚫日本国際民間協力会

⚫難民を助ける会
⚫ADRA Japan

⚫ブリッジ エーシア ジャパン
⚫BHNテレコム支援協議会
⚫パレスチナ子どものキャンペーン
⚫ICA文化事業協会
⚫アジア協会アジア友の会
⚫難民支援協会
⚫ジェン
⚫国境なき子どもたち
⚫パルシック
⚫ピースウィンズ・ジャパン

2011年8月9日現在

本格的な支援のため
の調査など



4

「政府とNPO/NGOとの連携による被災者支援は、行政の支援が届き難いところに対しても支援

が可能であるため、今後の災害においても適応が期待されるが、そのためには、県のNPO/NGOの

受け入れ態勢を事前に定めておく必要がある」

「東日本大震災－宮城県の6か月間の災害対応とその検証－」宮城県（2012年）

「NPO・NGO等自己完結型のボランティア団体と一般のボランティアを区別し、それぞれに適した

受け入れ態勢を構築していなかった。」

「東日本大震災津波に係る災害対応検証報告書」岩手県（2012年）

東日本大震災時の教訓

「公助の限界」と自助・共助による「ソフトパワー」の重要性

「東日本大震災等では、行政が全ての被災者を迅速に支援することが難しいこと、行

政自身が被災して機能が麻痺するような場合があることが明確になった」

「平成26年度版 防災白書」
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防災基本計画 第2編 第1章 災害予防 第3節 国民の防災活動の促進

３ 国民の防災活動の環境整備

（２）防災ボランティア活動の環境整備

○国及び市町村（都道府県）は，ボ ランティアの自主性を尊重しつつ，日本赤十字社，社会福祉

協議会及びＮＰＯ等との連携を図るとともに，中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や

活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り，災害時において防災ボランティ ア活動が円滑

に行われるよう，その活動環境の整備を図るものとする。

○国及び市町村（都道府県）は，防 災ボランティアの活動環境として，行政・ＮＰＯ・ボランティア

等の三者で連携し， 平常時の登録，研修や訓練の制度，災害時における防災ボランティア活動の受

入 れや調整を行う体制，防災ボランティア活動の拠点の確保，活動上の安全確保， 被災者ニーズ

等の情報提供方策等について整備を推進するとともに，そのための 意見交換を行う情報共有会議の整

備・強化を，研修や訓練を通じて推進するもの とする。
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ボランティア： 約12万人が支援にかけつけた

NPO等： 約300団体が活動を展開

情報共有会議： 熊本地震支援団体「火の国会議」

三者連携： 熊本県（熊本市）・県社協（市社協）・NPO連携会議

中間支援組織： くまもと災害ボランティア団体ネットワーク（KVOAD）

熊本地震が、日本の災害対応を進化させたきっかけ

益城町、阿蘇市、熊本市など、市町単位での情報共有会議も行われた



NPO等による支援活動の事例
活動イメージ①
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生活環境改善 日常生活を取り戻す 医療・看護

要配慮者への支援 足湯・困りごと把握 多目的スペースの確保

炊き出し ペット 運営・ミーティング

【避難所】



NPO等による支援活動の事例
活動イメージ②
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スポーツ体験

必要な場所に届ける 倉庫設置 避難所⇒仮設

【こども】 【障がい者】

【物資】 【引越し】

プレイルーム運営 ストレス発散



NPO等による支援活動の事例
活動イメージ➂

9

【仮設住宅】

見守り 集会場備品 生活必需品 家電支援

車座トーク 仮設住宅サロン 貴重品取り出し

【地域づくり・コミュニティ活動】

【情報支援】

【重機】

【ボランティア啓発】



NPO等による支援活動の事例
活動イメージ④

【被災家屋への技術的な支援】

©OPEN JAPAN

床下の対応

©DRT JAPAN

©OPEN JAPAN
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©DRT JAPAN

重機を使った支援

©OPEN JAPAN



分野 一般ボランティア（災害VC） NPO等（災害中間支援組織）

被災家屋 （ニーズ把握）
土砂出し、家財出し、片づけ・清掃

重機での土砂等、床・壁・屋根の応急措置
廃棄物の分別・回収、住宅再建の相談・講習会

避難所 アセスメント、物資、環境整備、炊出し、
サロン傾聴、ジェンダー的配慮、ペット、運営

在宅避難者 実態把握調査
物資、家電、食事

仮設住宅 引越し、物資・家電、集会場、
公民館への備品、サロン、見守り支援

生業支援 農地からの土砂・廃棄物等撤去
商店街の片づけ・清掃、資機材

要配慮者
ジェンダー

福祉施設への支援、相談支援・資金支援
こどもの居場所・学習支援、学用品など、
翻訳・通訳
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災害VCでの対応範囲は限
られていることが多い

しかし、
災害VCには住民から多様
なニーズが寄せられる

災害VCで対応できないニ

ーズをどうつなぐかも重要
な役割

多
様
な
ニ
ー
ズ

多
様
な
支
援

一般ボランティアとNPO、それぞれの特徴をつかむ

ポイント： 一般ボランティアとNPO等の特徴を理解して、それぞれにあった連携・調整を考える

災害支援の
ノウハウを持つ
スペシャリスト集団
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自発的支援 ＝ 一般ボランティア ＋ NPO等

生活を再建する

避難生活を支える

被災者支援

被災者への支援 ＝ 制度 ＋ 自発的支援
（行政） （民間）

（個人） （組織）

災害ボランティアセンター 災害中間支援組織

JVOADは、平時から三者連携を促進し、支援のモレ・ムラをなくす調整を行います

誰一人取り残さない
災害対応
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【災害対応】1. 7月の大雨への対応（静岡県）

富士市社協への 現地調査 静岡県ボランティア本部・情報センター 連絡調整会議

熱海市役所 物資倉庫の確認



「生活再建のための被災者情報共有会議」

参加者：
・熱海市（危機管理課、長寿介護課、社会福祉課、まちづくり課、税務課）
・熱海市社協
・静岡県社協/県V本部・情報センター
・静岡県

話題：
・意向調査
・避難所のスケジュール
・立ち入り禁止区域
・長期避難者指定
・仮設住宅などの申請状況
・備品支援
・個別ケース対応
など



葉隠会議（佐賀県） 在宅調査 大町町支援拠点（Peri.）

避難所支援打ち合わせ
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【災害対応】2. 8月11日からの大雨への対応（佐賀県）

大町町役場 CSO連携室
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NPO等への活動支援と活動調整（情報共有会議）

年 災害 団体数 情報共有会議

2015 関東・東北豪雨 約70団体 常総市災害支援情報共有会議

2016 熊本地震 約300団体 熊本地震・支援団体火の国会議

2017 九州北部豪雨 約150団体 九州北部豪雨支援者情報共有会議（県域＋朝倉市、日田市）

2018

大阪北部地震 約40団体 おおさか災害支援ネットワーク（OSN）災害時連携

西日本豪雨
約160団体
約100団体
約30団体

災害支援ネットワークおかやま会議（県域＋倉敷）
平成30年7月豪雨災害支援ひろしまネットワーク会議
えひめ会議（県域＋西予、宇和島）

北海道胆振東部地震 約50団体 支援団体情報共有会議

2019

令和元年８月豪雨 約120団体 葉隠会議（佐賀）・情報共有会議（福岡）

房総半島台風 約50団体 災害支援関係者打合せ会（千葉）・技術系団体による会議

東日本台風 約500団体

災害VC連絡会議（宮城）・丸森町情報共有会議
台風19号被害対応の会議（福島）・いわき市支援者情報共有会議
被災者支援いばらきネットワーク会議（茨城）
がんばろう栃木！情報共有会議（栃木）
埼玉県情報共有会議（埼玉）
台風19号かながわ災害支援者連絡会（神奈川）
長野県災害時支援ネットワーク会議（長野） など

2020 令和2年7月豪雨 約200団体
情報共有会議（福岡）
情報共有会議（大分）
火の国会議（熊本）

2021 令和3年7月・8月の大雨 約180団体
情報共有会議（静岡）
葉隠会議（佐賀）
福岡県における大雨災害に関する情報共有会議（福岡）

17情報共有会議が地域ごとに立ち上げられるようになったが、課題解決につながらない事例も・・・



例えば、「被災家屋」への支援を考える

家が被災

家を
リフォーム

・障害物除去

行政
（制度）

民間

・土砂撤去

・災害廃棄物

・基礎支援金
・加算支援金

・応急修理

・仮設住宅

・義援金

公営住宅

・公費解体

・仮設住宅

家を再建

・義援金

・基礎支援金

・泥だし、清掃：災害VC

・応急措置（床・壁・屋根・消毒）：NPO

・重機（土砂、廃棄物など）：NPO

・相談：災害VC、NPO、士業

・重機（貴重品等）：NPO

・アフターサービス：企業

・（資機材）
・（ノウハウ）
・（助成金・寄付金）

不十分
（内容・運用・周知）

不安定
（人・団体・資金）
（周知・業者）

・解体前分別：NPO

・工事：企業

・公費解体

・基礎支援金
・加算支援金

・義援金

・（仮設住宅）

・寒さ対策：NPO

・損害保険：企業

企業の
参加＆サポート

・リバース
モーゲージ



なぜ、課題が解決されない？

【繰り返される課題】

• 避難所運営に関する課題（食事、寝床など含）

• 屋根・ブルーシートの課題（地震）

• 床下の対応に関する課題（水害）

• 土砂撤去／解体に関する課題

• 仮設住宅の規格・利用方法に関する課題

• 農業支援に関する課題

• 子ども支援に関する課題

• 外国人支援に関する課題

• 物資に関する課題

• 在宅被災者に関する課題
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解決策をもっている支援
の担い手が不足

①ネットワーク構築
②コーディネーションの仕組みづくり

地域の災害対応力強化

解決を促すコーディネー
ションができない
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●被災者支援コーディネーションの定義（案）

「被災者支援の関係者の連携を促進し、被災者のニーズと被災者支援の全
体像を把握・共有し、被災地での活動を支援し、課題を解決するための調整
を行う活動」

「被災者支援コーディネーション」＝ ①連携促進
＋ ②ニーズと支援の全体像把握
＋ ③活動支援
＋ ④課題解決

被災者支援コーディネーション”を共通認識に



避
難
生
活
を
支
え
る

生
活
再
建
を
支
え
る

在宅

仮設
住宅

避難所

災害
公営
住宅

食と栄養

家屋保全

ペット

物資

保健医療
福祉/要配
慮者

外国人

子ども

コミュニ
ティ形成

くらしの
再建

生業

14分野
（10＋４）

被災者支援コーディネーション 支援分野の全体像（14分野）



黄：都道府県域ネットワーク
橙：中核的ネットワーク構築事業

「災害中間支援組織」となるネットワークの構築









「顔の見える関係」づくりができる

支援者が育成される

地域の災害対応力が把握される（充分でない領域の把握）

相互理解・信頼関係が醸成される

支援・受援体制が整備される

地域の災害対応力が強化される

平時のネットワーキング、担い手育成、コーディネーション体制づくり

・ネットワークよびかけ

・参加団体リスト作成

・定例会開催

・研修、講習会の実施

・訓練、検討会の実施
・協定締結、防災計画策定
・コーディネーター育成

・検証、改善の継続



被災者支援コーディネーションのイメージ（JVOAD案）

・ニーズを的確に把握
・必要な支援をつなぐ

・モレ・ムラを防ぐ
・誰一人取り残さない

多様な主体の参加

コーディネーションの太い柱

行政、ボランティア、NPO・企業など

【課題と目標】

※地域コミュニティ、地縁組織なども含む

「仕組みづくり」への支援



【県】
・地域防災計画、受援計画
・災害対策本部訓練の実施
・NPO等との連携研修の実施

災害対策本部訓練（2019年9月）

災害対策本部会議（2019年10月）

災害時の連携を考える
長野県フォーラム（2021年1月）

【NPO、社会福祉協議会等】
・長野県災害時支援ネットワークの構築
・災害時の連携を考える長野県フォーラムの開催

長野県では、平時からプロセスを共有してきた

出典：長野県
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特設サイトを準備中！


